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６　平成27年度　主な新規・拡充一覧

平成29年度　施策評価表　（平成30年度向け施策の取組方針）
高齢者支援

07 01

施策名 07 高齢者支援 展開方向 01
元気な高齢期を過ごせるよう、健康づくりや介護予防に
努めます。

項目内容
●介護予防、権利擁護、社会参加の促進
●地域での高齢者の見守り体制づくり

区分 事業名

拡充 認知症対策推進事業

主担当局 健康福祉局 ●重要度

重要 まあ重要 ふつう
あまり重要
でない

重要でない

指　標　名 基準値
目標値 実績値 現時点で

の達成率
28年度

38.0% 37.6% 22.2% 1.7% 0.6%

方向 （H29） H25 H26 H27 H28 H29 第　６位 / 20施策 ５点満点中　　4.11点（平均3.89点） 区分 事業名

①
いきいき100万歩運動参
加者数

↑ H24 6,201 人 7,035 6,277 6,646 7,030 7,134 ** 100%
27年度 第　６位 / 20施策 ５点満点中　　4.17点（平均3.98点） 拡充 認知症対策推進事業

26年度 第　５位 / 20施策 ５点満点中　　4.24点（平均3.99点）

②
自分が健康であると感じ
ている高齢者の割合

↑ H26 72.9 ％
72.9
以上

66.0 72.9 73.3 67.2 ** 0%
●満足度

③
介護予防体操の登録団体数
（介護予防対策事業） ↑ H25 0

（平成26年度より実施）
団体 150 0 11 48 80 ** 53.3% 満足

どちらかとい
えば満足 ふつう

どちらかとい
えば不満足 不満足

６　平成27年度　主な新規・拡充一覧

1
2
3

※割合の合計は、端数処理の関係により100％にならない場合があります。 4
5

７　担当局評価（一次評価） ８　施策評価結果（二次評価）

（介護予防対策事業） （平成26年度より実施） えば満足 えば不満足

3.8% 区分 事業名
28年度

4.5% 16.6% 53.3% 21.9%

第12位 / 20施策 ５点満点中　　2.96点（平均2.99点）
④認知症サポーター数 ↑ H24 5,557 人 28,750 6,592 8,035

拡充 認知症対策推進事業

⑤
27年度 第13位 / 20施策 ５点満点中　　2.89点（平均2.95点） 拡充 介護予防対策事業

11,274 13,766 ** 35.4%

26年度 第13位 / 20施策 ５点満点中　　2.90点（平均2.95点）

これまでの取組の成果と課題（目標に向けての進捗と指標への貢献度）(平成28年度実施内容を記載) 平成29年度の取組 評価と取組方針

行政が取り組んでいくこと ■健康づくり・介護予防の推進 総合戦略 ④ 【高齢者の健康づくりと介護予防の推進】
②長期的に活動中の団体については、地域包括支援センターと連
携し、積極的な情報提供等により継続的に支援し、介護予防効果の
確保に努める。
⑥介護予防対策部会では、各施策の事業参加者を実人数として捉
え、データ化して経年変化をみることとした。また、生活場面において
は外出意欲や生活動作における負担軽減などの主観的で測定困難
なものもあるため、組織横断的に共通のアンケート項目を設定して
調査・分析していく。
⑦地域活動への協力意向がある民間のリハビリテーション専門職

・介護予防活動については、いきいき100万
歩運動の参加者やいきいき百歳体操の実
施団体が、順調に増加している。引き続き、
住民主体の介護予防活動を支援していく。

・認知症対策については、「新オレンジプラ
ン」に基づき、様々な支援の仕組みを構築し
てきた。引き続き、認知症初期集中支援
チームを活用する中で、早期発見・対応に
努めるなど、適切に支援を行っていく。

【高齢者の健康づくりと介護予防の推進】
（目的）
・高齢者が自分らしく健康的な生活を継続できるよう、身近な地域の中で高齢者同士が主体的に集い、「いきいき百歳体操」など
の健康体操等に取り組むことで、閉じこもりによる認知機能の低下や老化の進行を防ぎ、健康寿命の延伸を図る。
・高齢者が地域の交流活動や互助活動等に主体的に参加することにより介護予防の推進を図る。
（成果）
①1人からでも気軽に取り組める「いきいき100万歩運動」には、平成28年度中に新たに247人が参加した。本事業の参加者に占
める後期高齢者の割合は75％、平均年齢も78.3歳で、後期高齢者でも参加しやすい事業となっている。（目標指標①）

⑦地域活動への協力意向がある民間のリハビリテーション専門職
（理学療法士等）と連携する中で、住民の主体的な活動促進につな
がるより効果的な介護予防の取組みについて検討を行う。
⑧要支援状態になる前に効果的な生活機能訓練等を実施できる仕
組みについて検討する。

【認知症対策について】
⑩左記⑨の成果物を活用し、市民向け（認知症サポーター養成講座
等）、専門職向け（医療・介護連携の研修等）の啓発を強化する。
⑪医療・介護サービス中断や介入拒否者に早期発見・支援を行う初
期集中支援事業を稼働させる。（下半期）
⑫SOSネットワーク事業の周知と実情に応じた修正をしながら運用を
継続する。

努めるなど、適切に支援を行っていく。②住民主体の「いきいき百歳体操」は、後期高齢者を中心に80団体、1,600人以上が参加した。また、参加者に対する事業効果の
検証では、１年間の参加継続による身体機能や介護度の維持・改善の効果を確認できた。参加者アンケートでも「体が楽になっ
た」「外出機会が増えた」「生きがいができた」などの回答も多く、QOL向上に寄与している。（目標指標③）
③平成28年10月から実施した「高齢者ふれあいサロン」は、69か所（参加者のべ19,267人）で実施され、そのうち健康体操を実施
しているサロンは65か所（参加者のべ18,529人）にのぼっているなど、高齢者の交流及び介護予防活動を促進した。
④介護予防・日常生活支援総合事業（以下「総合事業」）への移行に向けて、要支援状態となるリスクのある「事業対象者」に対し
て、地域包括支援センターの積極的な働きかけによって介護予防活動への参加を促すよう啓発を進めた。
⑤また、ごみ捨てなどの高齢者の生活支援を行う地域の活動に、高齢者自らも主体的に参画し、支え手としての社会的役割の獲
得のみならず自らの介護予防にも資するよう、新たに「訪問型支え合い活動補助事業」を制度化した。
⑥ヘルスアップ尼崎戦略推進会議介護予防対策部会において、（1）介護を要する状態にさせない（2）軽度を重度化させないこと
を政策目標として掲げ、関連事業の質・量の観点から貢献度に関する協議を経て、目標達成に向けて身体機能・認知機能の低
下予防や重度化予防など8つに施策分類し、各事業及び各施策の指標設定を行った。
（課題）
⑦「体を動かす・仲間とふれあう」といった高齢者の自立支援・介護予防に資する住民主体の活動は何よりも「継続性」が重要で
あり、マンネリ化することがないよう、参加者の向上心と「続ける気持ちを高める」ための支援の充実が求められる。
⑧総合事業では、「事業対象者」が、近い将来に要支援状態に陥ることのないよう、介護予防・生活支援サービスとして短期集中
的な生活機能訓練等の実施が必要である。

新規・拡充の提案につながる項目

【認知症対策について】 【高齢者の健康づくりと介護予防の推進】【認知症対策について】
（目的）
認知症の気づきから鑑別診断を含む認知症の進行や容態の変化に応じ、医療・介護・地域住民等が連携し、適時適切に切れ目
なく必要な支援やサービスに繋がることで認知症になっても住み慣れた環境で暮らし続けられる仕組みを構築する。
（成果）
⑨国の新オレンジプラン（認知症施策推進総合戦略）に基づき、施策を進めた。
　◆認知症の早期発見と支援につなぐために、もの忘れ気づきのチェックシート、尼崎市版認知症ケアネット（認知症の進行や容
態に応じた対応可能な地域資源情報一覧）、認知症あんしんガイドの作成、公表
　◆認知症の人と家族が安心して集える場への後方支援（カフェの広報や立ち上げ支援等）
　◆認知症サポーター養成講座の開催と周知（市報掲載、市HP、ビラ作成、PTA連合会や医師会認知症部会等での紹介）、及び
その講師であるキャラバンメイトの活動支援（講義用共通資料の作成や意見・情報交換への支援）（目標指標④）
　◆認知症みんなで支えるSOSネットワークの稼働
（課題）
⑩ ⑨で作成した資料や医師会等の諸団体と整備した認知症かかりつけ医相談医療機関リスト、認知症対応連携パス等を積極
的・有効的に活用できるよう、認知症の人を支える専門職種間での情報共有や対応手法を浸透させることが必要である。
⑪認知症が進行した状態での緊急対応の依頼や行方不明になって初めて認知症の相談につながる等、早期発見・早期対応に
結びついていない例が散見されている。また、若年性認知症への対応は仕事面や家族支援など対策が複雑多岐であり、地道に
寄り添う対応が必要である。
⑫認知症サポーター養成講座は拡大しつつあるが、低年齢層やSOSネットワークの協力団体にも繋がるサポーターの拡大とサ
ポーターの活躍の場が必要である。

【高齢者の健康づくりと介護予防の推進】
⑦地域活動への協力意向がある民間のリハビリテーション専門職
（理学療法士等）と連携する中で、住民の主体的な活動促進につな
がるより効果的な介護予防に取り組む。
⑧総合事業の事業対象者が参加できる、個別計画に基づく短期集
中的な生活機能訓練等の仕組みを検討していく。

改革・改善の提案につながる項目

枠配分予算の捻出にあたっては、高齢者支援施策全体で見直しを
検討していく。

総合評価

□重点化 □転換調整 ■現行継続
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６　平成27年度　主な新規・拡充一覧
不満足15.8 15.9 ** 100% 満足

どちらかとい
えば満足

ふつう
どちらかとい
えば不満足

③
特別養護老人ホーム入所待
機者の割合（要介護3以上）

→ H24 16.8 ％ 16.8 17.8 16.2

在宅医療・介護連携推進事業

②
孤立感を感じている高齢
者の割合

↓ H26 36.8 ％
29.4
以下

46.4 36.8 33.8 33.3 ** 47.3%
●満足度

区分 事業名

①
要援護高齢者等見守り活
動地域

↑ H26 35 地域 56 32 35 39 42 ** 33.3%
27年度 第　６位 / 20施策 ５点満点中　　4.17点（平均3.98点） 拡充 介護予防・日常生活支援総合事業移行準備経費

26年度 第　５位 / 20施策 ５点満点中　　4.24点（平均3.99点） 拡充

1.7% 0.6%
方向 （H29） H25 H26 H27 H28 H29 第　６位 / 20施策 ５点満点中　　4.11点（平均3.89点）

指　標　名 基準値
目標値 実績値 現時点で

の達成率
28年度

38.0% 37.6% 22.2%

主担当局 健康福祉局 ●重要度 新規 介護予防ケアマネジメント事業

重要 まあ重要 ふつう
あまり重要
でない

重要でない
拡充 在宅医療・介護連携推進事業
新規 生活支援サポーター養成事業

平成29年度　施策評価表　（平成30年度向け施策の取組方針）
高齢者支援
07 02

施策名 07 高齢者支援 展開方向 02
地域で見守られ、必要な支援を受けながら暮らせるよう
にします。

項目内容
●介護予防、権利擁護、社会参加の促進
●地域での高齢者の見守り体制づくり

区分 事業名
新規 通所型サービス事業
新規 訪問型サービス事業

1
2
3

※割合の合計は、端数処理の関係により100％にならない場合があります。 4
5

７　担当局評価（一次評価） ８　施策評価結果（二次評価）

行政が取り組んでいくこと ■高齢者を地域で見守ることができる体制づくり 総合戦略 ④ 【高齢者支援の環境づくり】
④⑤30年度の医療・介護報酬の同時改定を見据え、自立支援・介護
予防・重症化予防に資するケアプランの在り方を主任ケアマネジャー
などの多職種で探る「自立支援型地域ケア会議」の研究を進める。
併せて、センターの対応力向上や、本市実態に応じた自立支援・介
護予防に資するケアプランの立て方等の企画立案・指導ができる人
材の確保を検討する。
【高齢者支援の充実と権利擁護】
⑨保健福祉センターの設置に合わせて、成年後見等支援センターも
2カ所設置して相談体制を強化する。

・介護を必要とする高齢者の増加が見込ま
れている中、介護人材の不足を見据えた担
い手の拡大が重要である。「介護予防・日常
生活支援総合事業」の円滑な実施などに向
けて、生活支援サポーターの養成の取組を
着実に進めていく。

・地域包括ケアシステムを実現していくた
め、医療・介護等、他職種間の連携に取り組
んでいる。今後は、（仮称）尼崎市医療・介護

【高齢者支援の環境づくり】
（目的）
・地域住民等による見守り体制の構築や、認知症になった人を支える仕組みづくりなど、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮ら
せるような地域づくりを進める。
・身近な相談窓口として地域包括支援センター（以下「センター」）を設置し、高齢者の総合相談や権利擁護、包括的・継続的支援
及び介護予防ケアマネジメント等による高齢者の心身の健康の保持及び生活の安定のための援助を行う。
（成果）
①認知症に関する啓発等を重ね、諸団体での既存の取組を拡大し認知症カフェの発足に繋げるなど、協力強化を進めた。
②センター認知度51.7％⇒60.7％（↑9％）　総合相談は約20,000件前後で推移している。また、センター自己評価に加え、平成28

５点満点中　　2.90点（平均2.95点） 新規 介護マーク普及事業
新規 在宅医療・介護連携推進事業

これまでの取組の成果と課題（目標に向けての進捗と指標への貢献度）(平成28年度実施内容を記載) 平成29年度の取組 評価と取組方針

第12位 / 20施策 ５点満点中　　2.96点（平均2.99点） 拡充 地域包括支援センター運営事業費

⑤
27年度 第13位 / 20施策 ５点満点中　　2.89点（平均2.95点） 新規 介護予防・日常生活支援総合事業移行準備経費

26年度 第13位 / 20施策

④
地域包括支援センターの
認知度

↑ H23 43.4 ％ 100 - 52.3 51.7 60.7 ** 30.6% 28年度
4.5% 16.6% 53.3% 21.9% 3.8% 区分 事業名

2カ所設置して相談体制を強化する。
⑩介護保険施設の整備促進に向け、土地の確保策等を検討する。
⑩総合事業移行後の状況を把握し、必要な取組の検討を行う。
⑩高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画の改定作業を通して、
高齢者や家族など介護者の実態把握を行い、今後の取組の方向性
を定める。
⑪尼崎市医師会への委託による（仮称）医療・介護連携支援セン
ターを開設し、関係団体との協働により、「ひとづくり」では多職種カン
ファレンスの質の向上や事例検討会、「ツールづくり」では情報共有
ツールの整備やICT化の議論、「市民の意識づくり」では在宅療養ハ
ンドブックの作成や啓発活動などを推進する。
⑫高齢者緊急一時保護事業の実施機関を登録制にするなどして対
応強化を図る。

んでいる。今後は、（仮称）尼崎市医療・介護
連携支援センターの立ち上げに向け、委託
先となる尼崎市医師会や各種団体と連携を
強化していく。

・介護保険施設の整備については、財政状
況や、投資的事業全体の優先度を踏まえる
中で、取組を進めていく。

②センター認知度51.7％⇒60.7％（↑9％）　総合相談は約20,000件前後で推移している。また、センター自己評価に加え、平成28
年度より全センターに対し行政評価を実施し、センターの質の向上及び平準化に向けて取り組んだ。（目標指標④）
③「介護予防・日常生活支援総合事業（以下「総合事業」）」開始に伴い、自立支援に資する介護予防ケアプランの指針となる介護
予防ケアマネジメントマニュアルを整備した。
（課題）
④センターでは平成27年度に体制を強化したものの、その業務内容は認知症対応、成年後見制度の利用、高齢者虐待対応、ケ
アマネ支援など総合相談窓口として多岐にわたり、かつ課題は複雑化し解決は長期化する傾向にある。センターへの指導・支援
など基幹的機能を担う市担当課として、関係機関や近隣住民等の協力も得ながら、円滑なセンター運営に向け、引き続きセンター
３職種(社会福祉士、主任ケアマネジャー、及び保健師・看護師)へ支援を行う必要がある。
⑤特に、増加する単身世帯や認知症高齢者等への着実な支援、及び介護予防・自立支援の推進に向け、市担当課がセンターの
主任ケアマネジャーや実際にケアプランを作成する地域のケアマネジャー等に対し、自立支援を促すケアプランの作成に必要な
対応力向上に向けて企画力や指導力などを強化する必要がある。

行政が取り組んでいくこと ■支援体制の充実と権利擁護 総合戦略 ④
【高齢者支援の充実と権利擁護】
（目的）
・高齢者が安心してサービスを受けることができるよう、介護保険施設等の整備促進や高齢者住宅等の実態調査を実施し、サー
ビス提供の適正化を図る。
・平成29年度から実施する総合事業では、地域における集いの場や訪問活動等を通した支え合い活動の推進に向けての多様な
主体の参画や介護保険制度の持続可能性の確保を目指す。
・医療・介護連携では、多職種により、終末期では「本人が望む暮らし方（在宅）への支援」を、自立期では「介護予防・重症化予防

新規・拡充の提案につながる項目
【高齢者支援の充実と権利擁護】
⑩介護保険施設の整備促進に向けて、土地の確保策等のより効果
的な支援内容等について検討する。

・医療・介護連携では、多職種により、終末期では「本人が望む暮らし方（在宅）への支援」を、自立期では「介護予防・重症化予防
の支援」を専門職がチームを組み目標を設定・共有し、専門的知見を持ち寄りながらアプローチする仕組みづくりを推進する。
（成果）
⑥高齢者の入所ニーズの高い特別養護老人ホーム等の施設整備の促進は応募事業者がなかったものの、24時間対応型の「小
規模多機能型居宅介護」等を6か所整備促進（うち4か所は整備中）するなど、高齢者の在宅生活を支える環境づくりを促進した。
⑦総合事業の実施に伴い、訪問型や通所型の多様なサービス提供体制を構築したほか、高齢者を支える担い手の裾野の拡大
に向けた「生活支援サポーター」の養成など、地域の支え合いの体制づくりに取り組んだ。
⑧医療・介護連携では、「連携ルール等の確立」「研修・啓発等」「連携推進拠点」について、13の関係団体と協議し事業を進め
た。特に「ひとづくり」「ツールづくり」「市民の意識づくり」を柱とし、その推進拠点を尼崎市医師会に置くことで多職種合意を得た。
⑨成年後見等支援センターにて相談対応を行うなかで、市で成年後見の申立や費用助成などを行い、平成28年度は73件に支援
件数が増加した。（平成27年度39件⇒平成28年度73件）
（課題）
⑩介護保険施設等の事業者参入において課題となっている土地の確保等に対する支援策を検討し、施設入所の必要性が高い
高齢者の増加（平成27年度270人⇒平成28年度310人）に対応していくほか、サービスの適正化を図るための、効果的な指針の作
成・手法の確立、多様な主体の参画を促進するための総合事業の充実が必要である。（目標指標③）
⑪医療・介護連携における多職種間で共有すべき患者・利用者情報の整理及びシステム化の協議や連携の後方支援を行う（仮
称）尼崎市医療・介護連携支援センター設置に向けた人材の確保、顔の見える関係づくりに必要な研修、より高度な連携支援に
向けた専門職のスキルアップ研修、在宅療養に関する市民への普及啓発等が必要である。
⑫「高齢者緊急一時保護事業」については、徘徊する認知症高齢者の保護などへの対応力強化が必要である。

改革・改善の提案につながる項目
【高齢者支援の環境づくり】
「高齢者自立支援ひろば事業」について、既存の社会資源の活用や
「いきいき百歳体操」、「高齢者ふれあいサロン事業」等への転換を
図る。

総合評価

□重点化 □転換調整 ■現行継続
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平成29年度　施策評価表　（平成30年度向け施策の取組方針）
高齢者支援

07 03

施策名 07 高齢者支援 展開方向 03 積極的に地域とかかわることができるよう支援します。
項目内容

●介護予防、権利擁護、社会参加の促進
●地域での高齢者の見守り体制づくり

区分 事業名

拡充 高齢者ふれあいサロン運営費補助金

主担当局 健康福祉局 ●重要度

重要 まあ重要 ふつう
あまり重要
でない

重要でない

指　標　名 基準値
目標値 実績値 現時点で

の達成率
28年度

38.0% 37.6% 22.2% 1.7% 0.6%

方向 （H29） H25 H26 H27 H28 H29 第　６位 / 20施策 ５点満点中　　4.11点（平均3.89点） 区分 事業名

①
生きがいを持つ高齢者の
割合

↑ H26 71 ％
75.9
以上

75.9 71.0 62.6 64.0 ** 0%
27年度 第　６位 / 20施策 ５点満点中　　4.17点（平均3.98点） 拡充 高齢者バス特別乗車証交付事業

26年度 第　５位 / 20施策 ５点満点中　　4.24点（平均3.99点） 新規 高齢者ふれあいサロン運営費補助事業

②
孤立感を感じている高齢
者の割合

↓ H26 36.8 ％
29.4
以下

46.4 36.8 33.8 33.3 ** 47.3%
●満足度

③
シルバー人材センター登
録者数（正会員数）

↑ Ｈ23 4,867 人 6,154 5,082 5,023 4,744 4,615 ** 0% 満足
どちらかとい
えば満足 ふつう

どちらかとい
えば不満足 不満足

６　平成27年度　主な新規・拡充一覧

1
2
3

※割合の合計は、端数処理の関係により100％にならない場合があります。 4
5

７　担当局評価（一次評価） ８　施策評価結果（二次評価）

録者数（正会員数） えば満足 えば不満足

3.8% 区分 事業名
28年度

4.5% 16.6% 53.3% 21.9%

第12位 / 20施策 ５点満点中　　2.96点（平均2.99点）
④

新規 生活支援サービス体制整備事業

⑤
27年度 第13位 / 20施策 ５点満点中　　2.89点（平均2.95点）

26年度 第13位 / 20施策 ５点満点中　　2.90点（平均2.95点）

これまでの取組の成果と課題（目標に向けての進捗と指標への貢献度）(平成28年度実施内容を記載) 平成29年度の取組 評価と取組方針

行政が取り組んでいくこと ■社会参加の促進 総合戦略 ④ 【高齢者の社会参加の促進】
⑤総合事業の円滑な実施を図るため、シルバー人材センターの登録
者が、生活支援サポーターとして活躍できるよう、生活支援サポー
ター養成研修の受講促進を図る。
⑦高齢者ふれあいサロンの実施団体の拡大や、既存のサロンが週1
回の定期開催に移行できるよう、地域福祉活動専門員（生活支援
コーディネーター兼務）や地域の各種団体等と一層の連携を図る。
⑧各地区に設置された協議体での議論を共有し、本市の高齢者支
援に係る地域づくりの共通理解を深めるため、社会福祉協議会との
共催による連絡会を開催する。また、全市的に対応すべき課題につ

・高齢者ふれあいサロンなどの地域のつど
いの場は広がりつつあり、孤立感を感じてい
る高齢者の割合は、減少傾向にある。今後
は、実施箇所数の拡大に向けて、地区ごと
の特徴や実態を踏まえた取組を推進してい
く。

・地域福祉活動専門員（生活支援コーディ
ネーター兼務）については、地域振興体制
の再構築の検討にあわせて、その活動領域

【高齢者の社会参加の促進】
（目的）
・高齢者が地域の介護予防活動や交流活動等に参加できるとともに、生活上の必要な支援を受けられるよう、住民主体の活動の
運営等を支援する。
・高齢者自身が気軽に地域活動や就労等により社会参加を果たすことができるよう、その仕組みづくりを進める。

（成果）
①平成28年10月から「老人いこいの家運営事業（平成28年9月時点63団体）」を転換し、「高齢者ふれあいサロン運営費補助事 共催による連絡会を開催する。また、全市的に対応すべき課題につ

いては、市が新たに設置する「（仮称）地域福祉推進協議会」におい
て政策形成等について議論を行う仕組みを構築する。
⑨老人福祉センターの福喜園と千代木園については、必要な機能を
整理するとともに、その移転先及び移転時期等を検討する。

の再構築の検討にあわせて、その活動領域
の整理を行っていく。

①平成28年10月から「老人いこいの家運営事業（平成28年9月時点63団体）」を転換し、「高齢者ふれあいサロン運営費補助事
業」を実施した結果、「老人いこいの家」として活動していた団体をはじめ、地域の様々なグループの参画により、身近な地域で高
齢者が気軽に集い、交流できる場の拡大につながっている。（高齢者ふれあいサロン：平成29年3月末時点69団体）
②「高齢者ふれあいサロン運営費補助事業」では、介護予防・日常生活支援総合事業（以下「総合事業」）の実施に併せて、高齢
者の社会参加や介護予防の一層の促進を目的に、週1回の開催と健康体操の実施を一体的に行うサロンに対して、補助金加算
の対象事業を拡充するなど、補助内容の充実を図った。
③社会福祉協議会に配置された地域福祉活動専門員（生活支援コーディネーター兼務）と連携する中で、高齢者ふれあいサロン
や見守り活動などの地域福祉活動の立ち上げにかかる助言及び支援等を実施し、地域福祉活動の広がりにつながった。
　◆活動実績（主なもの） 　・地域活動の訪問回数　637回　　　　　　　　　・相談受付件数　319件
　　　　　　　　　　　　　　　　　・地域の会議・研修の参加回数　474回　　　　・講座・研修等の実施回数　236回
　　　　　　　　　　　　　　　　　・個別課題解決のネットワーク化のための調整回数　423回
　　　　　　　　　　　　　　　　　・地域課題解決に向けた会議参画数　208回
④高齢者の地域生活を支えるための生活支援活動の創出等を目的に、地域福祉活動専門員（生活支援コーディネーター兼務）
と地域包括支援センターが連携して介護保険制度に規定された各地区の協議体を6地区すべてに設置し、地域に住む高齢者の
抱える生活課題等についての共通理解と意識の醸成等を行った。
⑤シルバー人材センター登録者の能力の活用と社会参加を促進するため、総合事業において、生活支援サポーター養成研修を
修了したシルバー人材センター登録者を、生活支援サポーターとして指定訪問型サービス事業所に派遣する仕組みづくりを行っ
た。（目標指標③）
⑥老人福祉センターでは、高齢者の社会参加のみならず、介護予防のための活動拠点施設として、筋力向上に資する体操をは
じめ各種の健康増進のプログラムを実施するとともに、平成28年度からは、認知症予防のための取組みとして、認知症サポー

新規・拡充の提案につながる項目

じめ各種の健康増進のプログラムを実施するとともに、平成28年度からは、認知症予防のための取組みとして、認知症サポー
ター養成講座を実施するなど、認知症に関する啓発にも取り組んでいる。

（課題）
⑦高齢者ふれあいサロンは、平成29年3月末時点で、週1回開催が56団体、月2回開催が13団体となっているが、高齢者の社会
参加促進の観点から、月2回開催のサロンに対して、週1回のサロン活動を行えるよう引き続き支援・助言等を行っていく必要があ
る。
⑧地区ごとに設置した協議体において地域課題等を共有し、具体的な方策等を協議しているが、他地区の取組を知り、参考とす
るなどの情報共有を図ることで、その協議をより充実したものにしていくための横連携を図っていく必要がある。
⑨老人福祉センターについては、尼崎市公共施設マネジメント基本方針に基づく施設の評価結果をもとに、機能移転や今後の施
設のあり方について検討する必要がある。 改革・改善の提案につながる項目

【高齢者の社会参加の促進】
⑨老人福祉センター全体の今後のあり方等については、施設の利
用状況をはじめ、現在の指定管理期間（平成30年度末）等を勘案す
るとともに、公共施設マネジメント計画の進捗とも整合を図る中で検
討する。

総合評価

□重点化 □転換調整 ■現行継続


